環境行政訴訟の本案勝訴要件と環境アセスメント是正 : 米国 police power 及び public trust doctrine の概念を参考にして by 横山 丈太郎
環境行政訴訟の本案勝訴要件と環境アセスメント是






















Ⅱ．米国 police power及び public trust doctrineの概念について
























（） police power の範囲
自然保護についてもかつては police powerの射程外とされていたが11)、
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．public trust doctrine について





















（） public trust doctrine の保護対象
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国で保護されるとしても、public trust doctrine の強い保護（下記3.
（））までは及ばないものとして位置付けられている、と整理できるだ
ろう。
なお、判例はこぞって public trust doctrineのローマ法の起源に言及す
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．police power と public trust doctrine との関係
police power（上記1.）と public trust doctrine（上記2.）との関係につ
いて判例・学説は、両者を区別するもの、ほぼ同様に扱うもの、そして、
police powerのみで足り public trust doctrineは不要であるとするもの、
のパターンに大きく分かれる。以下、それぞれの判例・論文を紹介した





（） police power と public trust doctrine とを区別する判例・論文
a．権限（police power）と義務（public trust doctrine）




限」と「義務」という対比の中で public trust doctrine を位置付けてい
る67)。
②Center for Biological Diversity, Inc. v. FPL Group, Inc.（前掲注53）は、
「public trust doctrineはまた、自然資源を保護する義務を政府に課すも
のでもある。」と述べたうえで、National Audubon Society v. Superior
Court（上記①）を引用している68)。
③ police powerが権限であるのに対し public trust doctrineは義務であ









に課すものでもある。」と述べている70)。また、Lazarus, supra note 8も、




police powerの権限内の適法な規制か、あるいは、public trust doctrine
に反しない適法な行政行為か、を審査する基準について、police powerの
場合と public trust doctrineの場合とで同様に利益衡量するだけの判例と、

























































（） police power と public trust doctrine とをほぼ同様に扱う判例・
論文
































⑤NationalAudubon Society v. Superior Court（1983年）（前掲注45）は
上記（）a.のとおり、権限のみならず義務を認めるものとして public
trust doctrine を位置付けている。また、上記（）b.のとおり、police








⑥同様に、Center for Biological Diversity, Inc. v. FPL Group, Inc.（2008
年）（前掲注53）も上記（）a.のとおり、自然資源の保護義務を課すも
のとして public trust doctrineを位置付けている。しかしその一方で、「自





境の保護であるものがある。そのようにそもそも public trust doctrineの
適用対象外であるとすれば考察対象としてふさわしくないので、注記にと
どめる89)。
（） police power のみで足り public trust doctrine は不要であるとす
る論文
さらに、public trust doctrineは不要であり police powerのみで足ると







代における public trust doctrineの不適合性を指摘する。
そして、「今日において、環境保護および自然保護についての社会的関













（） public trust doctrine は不要である旨の主張に反論する論文
上記（）の Lazarus 論文に対し反論する、2012年の論文があり、以
下のように述べている。「public trustの価値を政府に適切に考慮させるた










（） 私見（police power と public trust doctrine との関係について）










る判例が示すとおり、police powerも public trust doctrineもどちらも、
公益目的と被侵害利益とを利益衡量するための原理（「天秤」）であるとい
うのが本質である。












「権限」であり public trust doctrineは「義務」である、と表現すること
にも意味があるだろう。
第二に、行政機関の public trust doctrineに基づくなんらかの「義務」
が措定される場合に、その「義務」にしたがった行為が（一般的な）po-















































に police powerの問題として扱うにせよ、あるいは public trust doctrine
の保護対象を拡大してこれに取り込むにせよ、本質は利益衡量において
「新たな社会的関心」を取り込めるかどうかに存するのであり、それを
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経たとしても、その手続において得られた情報に照らして恣意的（arbitrary or
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Lazarus, supra note 8, at 712.も、司法は環境保護のためにもっとも適した地位に
あるわけではない旨論じている。形骸化した参加手続はむしろ有害無益であると
いう指摘があるが（参考、大久保規子「オーストラリアの環境裁判所と司法アク
セスの保障―ニューサウスウェールズ州を中心として」淡路剛久先生古稀祝賀
『社会の発展と権利の創造』767頁）、形骸化を防ぐ制度的手当をすべきであって、
「環境保護関心」を司法により救済すべきことにはならないと考える。
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